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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 　 第120期 第121期 第122期 第123期 第124期

決算年月 　 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(1）連結経営指標等 　      

売上高 (百万円) 16,995 18,368 21,660 23,480 25,847

経常損益 (百万円) △308 130 121 44 67

当期純損益 (百万円) △600 123 114 78 △278

純資産額 (百万円) 1,813 1,936 2,039 2,235 2,000

総資産額 (百万円) 26,452 27,555 26,176 29,081 28,463

１株当たり純資産額 (円) 13.55 14.47 15.24 16.26 14.82

１株当たり当期純損益 (円) △4.50 0.92 0.86 0.59 △2.08

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 6.9 7.0 7.8 7.5 7.0

自己資本利益率 (％) － 6.6 5.8 3.7 －

株価収益率 (倍) － 133.4 171.6 113.8 －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △612 175 965 2,183 363

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △253 △180 △248 △568 △393

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 205 149 △1,144 △1,024 △608

現金及び現金同等物の期末
残高

(百万円) 703 846 423 1,016 387

従業員数 (人) 719 657 679 728 738

(2）提出会社の経営指標等 　      

売上高 (百万円) 16,005 17,446 20,397 22,019 24,093

経常損益 (百万円) △296 108 88 71 77

当期純損益 (百万円) △931 100 51 59 △264

資本金 (百万円) 2,054 2,054 2,054 2,054 2,054

発行済株式総数 (千株) 133,830 133,830 133,830 133,830 133,830

純資産額 (百万円) 2,107 2,212 2,221 2,246 1,970

総資産額 (百万円) 26,130 27,237 25,613 28,300 27,557

１株当たり純資産額 (円) 15.75 16.54 16.60 16.79 14.73

１株当たり配当額
（うち１株当たり
中間配当額）

(円)
－
(－)

－
(－)

－
(－)

－
(－)

－
(－)

１株当たり当期純損益 (円) △6.96 0.75 0.38 0.45 △1.97

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 8.1 8.1 8.7 7.9 7.2

自己資本利益率 (％) － 4.6 2.3 2.7 －

株価収益率 (倍) － 164.2 383.6 150.3 －

配当性向 (％) － － － － －

従業員数 (人) 470 436 442 483 488

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

３　当期純損失の場合は、自己資本利益率及び株価収益率を記載していない。
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２【沿革】

年次 沿革

明治34年10月 大阪府西成郡長柄（現、大阪市北区）に高木アルミニューム製造所を創立。

39年２月 日本アルミニューム製造所と改称。

昭和３年９月 株式会社日本アルミニューム製造所に改組し会社組織として設立。

21年５月 日本アルミニウム工業株式会社と改称。

24年５月 大阪証券取引所に株式上場。立花工場を立花金属工業株式会社として分離。

34年２月 住友金属工業株式会社をはじめ住友各社が当社事業に投資。

44年２月 日新アルミニウム工業株式会社を合併し、名古屋工場及び安城工場（現在の安城製造所）を設置。

53年３月 安城工場及び建材、店装等の販売部門を日本アルミニウム建材株式会社として分離。

53年９月 名古屋工場及び家庭用品、軽家具梯子等の販売部門を日本アルミツルマル株式会社として分離。

62年５月 神奈川県秦野市に、関東地区の拠点工場として秦野工場を設置。

平成２年６月 NALCO(THAILAND)CO.,LTD.（現連結子会社）設立。

３年４月 株式会社環境美創研究所（現連結子会社株式会社環美）設立。

３年10月 日本アルミニウム建材株式会社を合併し、事業目的に「内装仕上工事、建具工事の設計、監理及び

請負」を追加する。同時に社名を株式会社日本アルミと改称。

４年７月 有限会社ニチアサービス（現連結子会社株式会社ニチアサービス）設立。

５年10月 日本アルミツルマル株式会社から生活用品関連の営業を譲受ける。

７年８月 日本アルミ技研株式会社（現連結子会社）設立。

11年10月 株式会社グリュモンテを吸収合併。

13年４月 秦野工場を滋賀製造所に集約。製品倉庫として活用。

14年４月 名古屋工場を廃止し生産設備を中国へ移転。製品倉庫として活用。

18年10月 住軽加工株式会社よりアルミニウム製品の製造及び販売に関する事業を譲受ける。
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３【事業の内容】

　当社及び当社の関係会社（親会社、子会社９社及び関連会社１社により構成）は、アルミニウム及びその他金属を材

料とする製品の製造、加工並びに販売を主たる事業としている。

　また、当社は、親会社である住友軽金属工業株式会社の企業集団に属しており、同社並びに同社子会社である住軽商

事株式会社及び新泉アルミニウム株式会社と、材料の購入や製品の販売などの緊密な取引関係がある。

　各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりである。

（工業製品事業）

　当事業は、輸送機器、化学工業用機器、プラント設備、熱交換器、医薬用検査装置、土木工事関連製品、金属製プール、

工芸品、生活用品等の製造、施工、販売及びサービス業務等を行っている。

　主な関係会社は、NALCO(THAILAND)CO.,LTD.、㈱環美、㈱ニチアサービスである。

（建材製品事業）

　当事業は、建築金物、輸送関連製品、リニューアル製品、店装品、押出形材、加工品等の製造、施工、販売を行ってい

る。

　主な関係会社は、日本アルミ技研㈱である。
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［事業系統図］

　以上を事業系統図によって示すと次のとおりである。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所
有割合

関係内容

（連結子会社） 　  　 　 　

NALCO(THAILAND)CO.,

LTD.

（注）３

タイ

パトムタニ

165百万

バーツ
工業製品 97.5％

材料の販売　製品（熱交換器）の購入

資金の貸付　役員の兼任等…有

㈱環美

（注）４
大阪市淀川区 20 工業製品

100.0％

(50.0％)

製品の販売

役員の兼任等…有

㈱ニチアサービス

（注）４
滋賀県湖南市 6 工業製品

100.0％

(50.0％)

業務の委託

役員の兼任等…有

日本アルミ技研㈱

（注）４
埼玉県大宮市 20 建材製品

87.0％

(15.0％)

製品の販売　資金の貸付

役員の兼任等…有

その他１社 　  　 　 　

　（注）１　当社の親会社である住友軽金属工業株式会社については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財

務諸表（関連当事者との取引）」において記載を行っているため、記載を省略している。

なお、同社は有価証券報告書を提出している。

２　主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメントを記載している。

３　特定子会社に該当している。

４　議決権の所有割合の（　）内は間接所有割合で内数である。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

工業製品事業 488

建材製品事業 205

全社（共通） 45

合計 738

　（注）１　従業員数は、当社グループ（当社及び連結子会社）から当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外か

ら当社グループへの出向者を含む就業人員である。

２　全社（共通）は、管理部門の従業員である。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

488 44.2 18.3 5,495

　（注）１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。

２　平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(3）労働組合の状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）のうち、当社の労働組合は、全国アルミ産業労働組合協議会に所属してお

り、子会社については労働組合を組織していない。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度のわが国経済は、年度前半は堅調な民間設備投資や輸出の増加などに支えられ、景気は緩やかな回

復基調を続けた。しかしながら年度後半には、世界的な資源高が一層強まり原材料価格の高騰が依然として続いて

いる上に、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱及び急激な円高などにより、期末にかけて

景気は「停滞」から「後退」へと厳しさを増してきた。

　アルミ加工業界においても、アルミ地金価格やエネルギーコストの上昇及びその他の原材料・副資材等の高騰の

影響などにより、経営環境は厳しい状況で推移した。

　この間、当社グループ（当社及び連結子会社）は、営業面においては、大型物件の翌期へのずれや改正建築基準法

施行の影響などにより、当初売上予想額より減少したものの、工業製品及び建材製品両部門の受注の積極的な拡大、

新製品の開拓、高騰したアルミ地金及びステンレス価格の製品価格への転嫁に全社を挙げて傾注した。

　生産面においては、工業製品を中心に増産体制を確実に推進するとともに生産性の改善、品質の向上等に全力で取

り組んだ。さらに、購入価格の削減及び経費の圧縮など鋭意努力した。

　また、組織面においては、昨年６月に市場・顧客の要求に基づき、事業化・製品化の技術開発の促進及び知的財産

権の一層の拡充を図るため、技術本部を新設し、強化した。

　その結果、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度比2,367百万円(10.1%)増加の25,847百万円となったが、損益面

においては、アルミ地金価格をはじめ原材料、副資材等の高止まりの影響等、事業環境の変化は収益を圧迫する状況

となり、営業利益は前連結会計年度比21百万円(7.9%)増加の292百万円となり、経常利益は23百万円(52.5%)増加の67

百万円となった。

　また、特別利益として関係会社株式売却益19百万円を計上したが、特別損失として貸倒引当金繰入額、リース解約

損、過年度役員退職慰労引当金繰入額など350百万円を計上した結果、当期純損失は前連結会計年度比357百万円減

少の278百万円となった。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。　

　

①工業製品事業　

　溶接・成形・粉粒体ハンドリング技術等を駆使した石油化学会社向け大型空気輸送設備及びアルミ高欄・水門な

どの土木工事関連製品が増加し、新製品の真空ろう付け技術を応用した鉄道輸送関連ハニカム製品や地球環境にや

さしい汚泥乾燥造粒システムの計上もあり、売上高は前連結会計年度比2,694百万円(20.5%)増加の15,868百万円とな

り、営業利益は前連結会計年度比258百万円(48.9%)増加の788百万円となった。

　

②建材製品事業

　改正建築基準法施行の影響はあったものの、当社の主力製品の一つであるエキスパンションジョイントカバー等

の建築金物並びに自動車関連の新規部材販売が増加したが、大型のリニューアル市場向け製品が大幅に翌期にずれ

たこと及びショーケースやストアフロントの店装品の受注が減少したことなどにより、売上高は前連結会計年度比

327百万円(3.2%)減少の9,979百万円となり、営業利益は前連結会計年度比119百万円(43.5%)減少の154百万円となっ

た。

　

(注) 1 所在地別セグメントの業績については、当連結会計年度における全セグメントの売上高の合計額及び全セグメントの資産の金額の合計額に

占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略している。　

    2 上記金額に消費税等は含まれていない。　

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度の現金及び現金同等物は、営業活動による収入があったが、投資活動、財務活動による支出により、

前連結会計年度末に対し629百万円減少の387百万円となった。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　たな卸資産の減少などにより363百万円の収入となり、前連結会計年度は仕入債務の増加などにより2,183百万円の

収入であったため、前連結会計年度比では1,819百万円収入が減少した。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　設備投資支出などにより393百万円の支出となり、前連結会計年度比では174百万円支出が減少した。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　借入金の返済により608百万円の支出となり、前連結会計年度比では415百万円支出が減少した。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

工業製品事業 14,291 23.8

建材製品事業 8,781 0.8

合計 23,072 13.9

　（注）１　上記金額は製造原価で表示している。

２　上記金額には消費税等は含まれていない。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

工業製品事業 15,664 9.8 3,914 △5.0

建材製品事業 9,713 △6.9 1,275 △17.3

合計 25,377 2.8 5,190 △8.3

　（注）　上記金額には消費税等は含まれていない。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

工業製品事業 15,868 20.5

建材製品事業 9,979 △3.2

合計 25,847 10.1

　（注）１　上記金額には消費税等は含まれていない。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

　住軽商事㈱ 2,210 9.4 3,590 13.9
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３【対処すべき課題】

　今後のわが国経済は、原材料価格の高騰、米国経済の減速及び為替相場の動向等、景気は先行き不透明な状況が予想

され、アルミ加工業界においても、改正建築基準法の影響、アルミ地金価格の動向及び企業間競争の激化など、引き続

き予断を許さない経営環境が続くものと思われる。

　このような状況下にあって、当社グループは、今後需要の見込める輸送関連製品等の拡販に加え、増産・新製品に素

早く対応できる安定した品質と生産体制の確立のため、経営資源を積極的に投入するとともに、営業・製造・設計・

購買の連携を強化し、組織的営業・生産活動を推進することにより、国内外の需要家に対する品質・納期・サービス

の徹底に努め、システムエンジニアリング加工会社としての企業基盤を一層強化していく。

　さらに、当社グループの独自技術を生かし、時代のニーズを先取りする新製品・新技術の開発に取り組むことによ

り、更なる競争力の向上を図り、通期黒字の拡大及び繰越損失の早期解消に全社一丸となって邁進する所存である。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがある。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。

(1）業界について

　当社グループの属するアルミ加工業界は、改正建築基準法の影響、アルミ地金価格の動向及び企業間競争の激化な

ど、今後も予断を許さない経営環境が続くものと予想されるが、当社グループは、今後需要の見込める輸送関連製品

等の拡販に加え、増産・新製品に素早く対応できる安定した品質と生産体制の確立のため、経営資源を積極的に投

入するとともに、営業・製造・設計・購買の連携を強化し、組織的営業・生産活動を推進することにより、国内外の

需要家に対する品質・納期・サービスの徹底に努め、システムエンジニアリング加工会社としての企業基盤を一層

強化していく。

　さらに、当社グループの独自技術を生かし、時代のニーズを先取りする新製品・新技術の開発に取り組むことによ

り、更なる競争力の向上を図り、通期黒字の拡大及び繰越損失の早期解消に尽力する所存である。

(2）信用リスクについて

　当社グループは、売上債権の貸倒れによる損失に備えるため貸倒引当金を計上しているが、今後も貸倒損失の発生

を最小限に抑えるため、与信管理を徹底していく所存である。

(3）製品の品質について

　当社では、クレームの発生を抑制するため、ISO 9001を取得するなど品質管理体制の整備に努めるとともに

ISO 14001の取得により環境に配慮し、また、製造物賠償責任に備え保険に加入するなどの対応をとっている。

　今後もクレームの撲滅を目標に更なる品質の向上を図っていく所存である。

(4）借入金について

　当社グループは、住友軽金属工業株式会社のグループファイナンスにより、借入金総額の圧縮及び金利の削減に努

めている。

　当連結会計年度末の借入金は15,108百万円と前連結会計年度末に対し528百万円減少しており、今後も通期黒字の

拡大を図ることにより削減のスピードを早め、財務体質の改善に資する所存である。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）工場賃貸借契約の概要

①契約会社名 株式会社日本アルミ（提出会社）

②相手先 住友軽金属工業株式会社

③賃借物件 提出会社滋賀製造所の建物等

④契約年月日 平成12年３月31日（平成16年８月12日に契約更改）

⑤契約期間 平成12年４月１日から平成18年８月31日まで（以降１年ずつ自動延長）

(2）技術導入契約の概要

１） ①契約会社名 株式会社日本アルミ（提出会社）

　 ②相手先 エスシーテクノロジー・エージー（スイス連邦）

　 ③契約年月日 平成７年２月２日

　 ④契約期間 平成７年２月２日より平成14年２月２日まで（以降２年ずつ自動延長）

　 ⑤内容 下水道汚泥乾燥・造粒設備の製造技術及びノウハウの実施許諾である。

　 　 　

２） ①契約会社名 株式会社日本アルミ（提出会社）

　 ②相手先 日本ユニカー株式会社

　 ③契約年月日 昭和58年５月26日

　 ④契約期間 昭和58年５月26日より平成２年５月25日まで（以降１年ずつ自動延長）

　 ⑤内容 粉粒体輸送管内面のナーリング加工及びフラッシング処理に関する技術契約である。
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６【研究開発活動】

　当社グループ(当社及び連結子会社)の研究開発活動は、当社が一括して行っており、その内容は、工業製品事業及び建

材製品事業の各分野における新商品の開発、既存商品群の拡大と新技術の開発及びその応用製品開発に関わるもので

ある。

　当連結会計年度における研究開発費の総額は57百万円であるが、各事業共通の研究開発活動もあるため事業の種類

別セグメントごとの費用区分は行っていない。

　当連結会計年度における主な成果等は、次のとおりである。

(1)工業製品関連において

①N700系新幹線のパンタグラフカバー用として、軽量で強度特性に優れ、リサイクルも可能な「ろう付けハニカ

ム」を新たに開発、実用化した。

今後は、パンタグラフカバー以外の新幹線部材の他、広く工業製品向けに実用化していく。

②医薬製剤メーカー向けに、特殊医薬粉体を飛散しないよう封じ込める形でハンドリングできるリフターを開

発、納入した。

(2)建材製品関連において

①外装ルーバーの製品充実を図る為に、従来の押出形材を用いたルーバーに加え、ロールフォーミングで成形し

た、低コストで施工性に優れた「エレガルーバー」を開発し製品化した。

②屋上屋根の防水層端末押え材として、アルミ押出形材を利用し、安価で施工性、デザイン性に優れた「エッジ

コーピング」を開発した。

③複合タワーとして中部地区No.1の高さをほこる「岐阜シティ・タワー43」において地上162.82mの耐風圧にも

耐えて、可動量–1000mmの性能を有する高機能エキスパンション・ジョイント・カバーを開発し納入した。

④デザイン性に優れた床石張りエキスパンション・ジョイント・カバーを開発し、数件の物件に納入した。

⑤シンプルでデザイン性の良い新タイプの手摺エキスパンション・ジョイント・カバー（可動量–500mm）を開

発し、免震間仕切壁として納入した。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

①売上高

　当連結会計年度の売上高は25,847百万円と、前連結会計年度に対し2,367百万円増加した。

　これは、工業製品事業において、石油化学会社向け大型空気輸送設備及びアルミ高欄・水門などの土木工事関連製

品の増加に加え、鉄道輸送関連ハニカム製品や汚泥乾燥造粒システムを売上計上したことなどが寄与したことによ

るものである。

②経常利益

　当連結会計年度の経常利益は67百万円と、前連結会計年度に対し23百万円の増加となった。

　これは、売上高は大幅に増加したものの、アルミ地金価格をはじめ原材料、副資材等の高止まりの影響や税法改正

による減価償却費の増加等により相殺されたためである。

③当期純損益

　前連結会計年度は特別利益として投資有価証券売却益47百万円を計上したが、当連結会計年度は特別利益として

関係会社株式売却益19百万円、特別損失として貸倒引当金繰入額200百万円、リース解約損68百万円、過年度役員退

職慰労引当金繰入額51百万円及び固定資産廃却損30百万円を計上した結果、当期純損失は前連結会計年度比357百

万円悪化の278百万円となった。

(2）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

①株主資本

　当連結会計年度末における株主資本は1,662百万円と、前連結会計年度末に対し278百万円減少した。

　これは、当期純損失278百万円を計上したことなどによるものである。

②キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少などにより363百万円の収入となったが、前連結会計年

度は仕入債務の増加などにより2,183百万円の収入であったため、前期対比1,819百万円収入の減少となった。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出などにより393百万円の支出となり、財務活動によるキャッ

シュ・フローは、借入金の返済により608百万円の支出となった。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度における設備投資は、増産、合理化、省力化設備及び老朽設

備の更新など、総額445百万円実施した。

　工業製品事業においては、輸送関連製品の増産設備及び当社滋賀製造所の合理化、省力化設備など、298百万円となっ

た。

　建材製品事業においては、当社安城製造所の合理化、省力化設備など105百万円となり、全社においては40百万円と

なった。

　このほか、設備の除却等について特記すべき事項はない。

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。

(1）提出会社

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
（千㎡）

その他 合計

滋賀製造所

(滋賀県湖南市)
工業製品 生産設備 627 622

2,426

(33.0)
112 3,788 156

安城製造所

(愛知県安城市)
建材製品 生産設備 891 611

4,598

(70.6)
110 6,212 135

本社

(大阪市淀川区)
全社

営業設備

管理設備
328 7

794

(2.2)
26 1,156 95

(2）在外子会社

　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内
容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
（千㎡）

その他 合計

NALCO

(THAILAND)

CO.,LTD.

本社工場

（タイ　パ

トムタニ）

工業製品 生産設備 214 831
44

(12.1)
58 1,148 234

　（注）１　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から次のとおり賃借している。

(1）滋賀製造所 ①賃借物件 建物等 ②年間賃借料 45百万円 　  

(2）東京支社 ①賃借物件 建物 ②年間賃借料 56百万円 　  

(3）安城製造所 ①リース物件 押出ダイス ②年間リース料 98百万円 ③リース契約残高 107百万円

２　帳簿価額のうち、「その他」は「工具器具及び備品」及び「建設仮勘定」の合計である。

３　金額には消費税等は含んでいない。

３【設備の新設、除却等の計画】

　特に記載すべき事項はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

後配株式 100,000,000

計 350,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 92,130,000 92,130,000
大阪証券取引所

市場第二部
－

後配株式 41,700,000 41,700,000 － （注）

計 133,830,000 133,830,000 － －

　（注）　後配株式の内容は、次のとおりである。

１　議決権を有している。

２　本株式に対する利益配当は、普通株式に対する利益配当が１株につき年６円以上の場合は同額とし、１株に

つき年６円未満の場合は行わない。

３　本株式は、普通株式に対して１株につき年６円以上の利益配当を決定した株主総会の終了時から普通株式

に転換する。

４　本株式から転換した普通株式に対する最初の利益配当については、転換がなされた時の属する事業年度の

初めに転換があったものとみなして支払う。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成15年６月27日（注１） － 133,830 － 2,054 △597 653

平成16年６月29日（注２） － 133,830 － 2,054 △653 －

　（注）１　資本準備金の減少は、欠損填補によるものである。

２　資本準備金の減少は、欠損填補によるものである。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 3 19 38 7 － 3,813 3,880 －

所有株式数

（単元）
－ 675 623 112,951 184 － 19,320 133,753 77,000

所有株式数の

割合（％）
－ 0.5 0.5 84.5 0.1 － 14.4 100.0 －

　（注）１　自己株式18,136株は「個人その他」の欄に18単元及び「単元未満株式の状況」の欄に136株含めて記載してい

る。

２　「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が19単元含まれている。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

住友軽金属工業株式会社 東京都港区新橋五丁目11番３号 111,395 83.2

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 513 0.4

杉　泰男 福岡市中央区 305 0.2

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目11番１号 303 0.2

日本トレクス株式会社
愛知県宝飯郡小坂井町大字伊奈字南山新田

350番地
300 0.2

蜂谷　敏郎 東京都世田谷区 250 0.2

立花金属工業株式会社 大阪市北区天満橋一丁目８番30号 245 0.2

小椋　美紀 名古屋市中川区 234 0.2

米本　修治 山口県岩国市 214 0.2

住友商事株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番11号 200 0.1

計 － 113,961 85.2

　（注）　住友軽金属工業㈱の所有株式数には、後配株式41,700千株が含まれている。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －　

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    18,000
－ －　

完全議決権株式（その他）

普通株式

92,035,000
92,035 （注２）

後配株式

41,700,000
41,700 （注３）

単元未満株式 普通株式    77,000 － －　

発行済株式総数 133,830,000 － －　

総株主の議決権 － 133,735 －

　（注）１　１単元の株式数は1,000株である。

２　証券保管振替機構名義の株式が19,000株（議決権19個）含まれている。

３　後配株式の内容は、「(1）株式の総数等　②　発行済株式」に記載している。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

㈱日本アルミ

大阪市淀川区三国本町三丁

目９番39号
18,000 － 18,000 0.01

計 － 18,000 － 18,000 0.01

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はない。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,679 75,242

当期間における取得自己株式 － －

　（注）　当期間における取得自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 18,136 － 　 18,136 －　

　（注）　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

EDINET提出書類

株式会社日本アルミ(E01302)

有価証券報告書

19/85



３【配当政策】

　当社は、配当を株主各位に対する最も重要な責務であると考えている。企業体質の強化及び安定した経営基盤の確立

のため、株主資本の充実も考慮した上で、収益に応じた配当を実施することを利益配分の基本方針としている。

　当期は、当期純損失を計上したたが今後とも、企業体質の改善・強化のため最善の経営努力を行い、繰越損失の一掃

及び早期復配に取り組む所存である。

　なお、当社は、中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回

を基本的な方針としており、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第120期 第121期 第122期 第123期 第124期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 96 195 175 150 73

最低（円） 27 60 106 49 29

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 53 50 42 50 54 43

最低（円） 47 37 37 29 36 35

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものである。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役社長
　 可知　隆志 昭和21年11月13日生

昭和44年４月 住友軽金属工業株式会社入社

（注）２ －
平成19年４月 同社取締役専務執行役員

平成20年６月 当社取締役社長（現任）・住友軽

金属工業株式会社取締役（現任）

代表取締役

専務執行役

員

技術本部長 大中　隆 昭和20年５月30日生

昭和43年４月 当社入社

（注）３ 42

平成13年４月 当社安城製造所長

平成14年６月 当社取締役（現任）

平成14年７月 当社生産本部副本部長

平成16年４月 当社滋賀製造所長

平成16年６月 当社常務取締役・生産本部長

平成18年６月 当社常務執行役員

平成19年６月 当社専務執行役員（現任）・技術

本部長（現任）

代表取締役

専務執行役

員

営業本部長 伊藤　松男 昭和21年３月13日生

昭和43年６月 当社入社

（注）３ 30

平成14年７月 当社金物建材部長

平成15年１月 当社営業本部副本部長

平成15年６月 当社取締役（現任）・東京支社長

平成17年６月 当社常務取締役・営業本部長

（現任）

平成18年６月 当社常務執行役員

平成19年６月 当社専務執行役員（現任）

取締役常務

執行役員
　 岩本　直樹 昭和24年５月14日生

昭和48年４月 住友軽金属工業株式会社入社

（注）３ 11

平成10年10月 同社総務部長

平成12年６月 当社取締役（現任）・経理部長

平成13年６月 当社支配人

平成18年６月 当社常務執行役員（現任）

取締役常務

執行役員
　 大坪　定二 昭和23年11月５日生

昭和46年４月 当社入社

（注）３ 21

平成13年４月 当社総務人事部長

平成15年６月 当社取締役（現任）

平成15年10月 当社営業本部副本部長

平成16年４月 当社支配人

平成18年６月 当社常務執行役員（現任）

取締役常務

執行役員
生産本部長 浦　幹夫 昭和23年５月14日生

昭和47年４月 当社入社

（注）３ 26

平成16年６月 当社取締役

平成18年６月 当社執行役員・生産本部副本部長

・滋賀製造所長

平成19年６月 当社取締役（現任）・常務執行役

員（現任）・生産本部長（現任）

取締役常務

執行役員
東京支社長 繁益　重雄 昭和23年４月12日生

昭和46年４月 当社入社

（注）３ 11

平成17年６月 当社営業本部副本部長・産業機器

部長

平成18年６月 当社執行役員

平成19年６月 当社取締役（現任）・常務執行役

員（現任）・東京支社長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役常務

執行役員
　 上野　高 昭和25年６月８日生

昭和50年４月 住友軽金属工業株式会社入社

（注）２ －

平成18年６月 群馬アルミニウム株式会社社長

平成20年６月 当社取締役常務執行役員（現任）

・群馬アルミニウム株式会社取締

役（現任）

常勤監査役 　 酒井　哲 昭和21年12月27日生

昭和45年４月 当社入社

（注）４ 15
平成７年７月 株式会社マネージメント・サポー

ト社長

平成12年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 畑原　純治 昭和24年11月６日生

昭和48年４月 住友軽金属工業株式会社入社

（注）５ －

平成19年４月 同社執行役員・内部統制準備室長

平成20年６月 当社監査役（現任）・住友軽金属

工業株式会社監査役（現任）

監査役 　 小林　康之 昭和31年１月18日生

昭和54年４月 住友軽金属工業株式会社入社

（注）４ －

平成16年４月 同社経理部担当部長・関連事業室

長

平成18年６月 当社監査役（現任）

平成19年１月 住友軽金属工業株式会社企画管理

部長（現任）

　 　 　 計 　 　 　 157

　（注）１　監査役畑原純治及び小林康之は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

２　平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から１年間

３　平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から２年間

４　平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から４年間

５　平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から３年間

６　当社は、執行役員制度を導入している。上記以外の執行役員は、以下のとおりである。

役名 職名 氏名

執行役員 支配人 福永　政信

執行役員 総務人事部長 田畑　員央

執行役員
営業本部副本部長

特品部長
渡部　英夫

執行役員 エンジニアリング本部長 森本　康行

執行役員 営業本部副本部長 坂井　輝茂

執行役員 滋賀製造所長 松尾　剛志
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社では、競争力強化の観点から経営判断の迅速化を図るとともに、経営の透明性の観点から経営のチェック機能

の充実を重要課題としている。

　そのため、少数精鋭の取締役・監査役の体制を堅持し、効率的な運営に努めるとともに、取締役間はもちろんのこ

と取締役・監査役間の意思疎通・監視に重点を置いている。

(2）会社の機関の内容

　当社の経営上の意思決定機関である取締役会は、法令で定められた事項及び経営の基本方針をはじめとする重要

事項を決定する機関として位置付けており、取締役会規則に付議基準を具体的に定め、原則として毎月１回開催し

ている。

　また、当社は監査役制度を採用しており、監査役１名及び社外監査役２名が取締役の職務執行並びに当社及び子会

社の業務や財政状況を監査しているほか、内部統制の充実のため、業務執行部門から独立した監査部を設置してい

る。

　さらに、コンプライアンス強化のため、弁護士事務所と顧問契約を締結し、企業活動全般について法律面並びに企

業倫理面からのチェックを行っている。

(3）内部統制システムの整備の状況

　当社は、業務の適正性、有効性、効率性の確保とリスクの管理に努め、社会情勢の変化に応じた体制を整備し、その

充実を図っている。

　法令等、会社が遵守すべき事項を明示した社員行動規範や、社内業務全般にわたる諸規程に基づき、明文化された

ルールのもとで、各職位が適正な業務を遂行している。

　なお、当社が、業務の適正性を確保するための体制として、取締役会において決議した事項は次のとおりである。

１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　法令等、会社が遵守すべき事項を明示した「経営理念と社員行動規範の心得」を作成し、職制を通じて適正な

業務執行の徹底と監督を行うとともに、問題があった場合は、「就業規則」に則り適正に処分する。

②　業務執行部門から独立した監査部を置き、定期的に内部監査を実施し、その結果を被監査部門にフィードバッ

クするとともに、経営者及び監査役に適宜報告する。

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務の執行については「稟議規程」に則り実施し、伺書等の文書を作成のうえ保存する。

②　取締役会の決議に関する記録については「取締役会規則」に則り、議事の内容等を作成のうえ保存する。

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　リスクの発生を未然に防止するための手続き、リスクの管理、発生したリスクへの対処方法、是正手段につい

て、各取締役が自己の分掌範囲について検討し、リスク管理を実効性あるものとする。

②　現在、損失の危険の管理に関する規程として、「営業管理者決裁権限規程」「クレーム処理規程」「機密文書

取扱規程」「インサイダー取引規制規程」等があることを確認し、必要に応じ規程の内容を見直す。

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役の職務の執行が、効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回開催す

るほか、必要に応じて臨時に開催する。

②　重要事項については、月２回開催している経営会議（取締役全員で構成）にて審議のうえ、執行決定を行う。
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５）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　監査部において、業務監査を実施する。その監査結果は、監査役並びに代表取締役に報告し、コンプライアンス

の徹底を図る。

②　関連会社における経営上の重要な事項については、社内規程に基づき当社への協議を義務付けるほか、必要に

応じ関連会社の管理に係る規程を見直し、企業集団における業務の適正を確保する。

６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査部は、監査役の職務を補助する。

７）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査部に関する人事異動、組織変更等の際には、事前に監査役と意見交換する。

８）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

①　取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反若しくは不正行為の事実又は会社に著しい損

害を及ぼすおそれある事実を知ったときは、遅滞なく監査役会に報告しなければならない。

②　取締役及び使用人は、「取締役会規則」その他社内規程に定める事項について、監査役の出席する取締役会に

おいて、報告若しくは決議をしなくてはならない。

９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　重要な伺書は、監査役に供覧され、監査上重要な情報を常時収集し得る体制をとるとともに、監査役は、総務人事

部・経理部その他各部に対して、適宜監査への協力を求めることができる。

10）財務報告の適正性を確保するための体制

　財務報告の適正性を確保するために必要な内部統制体制を整備し、内部統制委員会が中心となって検証と評価

を行う。

(4）リスク管理体制の整備の状況

　リーガルリスクの監理については、各種契約を始めとした法務案件全般について、総務人事部が一元監理してい

る。重要な契約書等については、原則として、顧問弁護士によるリーガルレビューを受けることとしており、不測の

リスクを回避するよう努めている。

(5）役員報酬及び監査報酬の内容

　当社の取締役に対する報酬総額は110百万円であり、監査役に対する報酬総額は９百万円である。

　また、あずさ監査法人との公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は20百万円、それ以外の報酬は

６百万円である。

(6）内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査は監査部（１名）が実施し、その結果を被監査部門にフィードバックするとともに、経営者及び監査役に

適宜報告する。

　監査役監査は、常勤監査役（１名）及び非常勤監査役（２名）で実施しており、監査役は、取締役会に常時出席し

ているほか、社内の重要会議にも積極的に参加し、法令、定款違反や株主を侵害する事実の有無について重点的に監

査を実施している。

(7）会計監査の状況

　当社は、あずさ監査法人と監査契約を締結している。業務を執行した公認会計士は、指定社員渡沼照夫及び指定社

員中畑孝英であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士２名及び会計士補等10名である。

(8）内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

　監査役と会計監査人は、定期的会合を開催しており、監査計画の概要、監査重点項目及び監査実施状況等について

説明を受け、意見及び情報の交換を行っている。

　内部監査部門である監査部は、業務監査の監査結果を監査役に報告する。
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(9）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　社外監査役２名は、当社の親会社である住友軽金属工業株式会社の監査役及び企画管理部長でもあり、親会社と当

社間では、人事・資金・営業取引面で密接な関係がある。

(10）取締役の定数

　当社の取締役は25名以内とする旨を定款に定めている。

(11）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款に定めて

いる。

(12）取締役会で決議することができる株主総会決議事項

１）自己株式の取得

　当社は、機動的な資本政策を実行するため、取締役会の決議により、市場取引等による自己株式の取得を行う

ことができる旨を定款に定めている。

２）中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議により、毎年９月30日の株主名簿に記

載又は記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。

(13）株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を

定款に定めている。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、第123期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第124期

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び第123期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び第124期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、あ

ずさ監査法人により監査を受けている。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 ※２  1,026   389  

２　受取手形及び売掛金 ※５  7,496   7,858  

３　たな卸資産 　  5,348   4,888  

４　その他 　  625   948  

５　貸倒引当金 　  △3   △33  

流動資産合計 　  14,493 49.8  14,051 49.4

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 ※2,3       

(1）建物及び構築物 　  2,246   2,299  

(2）機械装置及び運搬具 　  2,067   2,097  

(3）土地 ※４  8,611   8,607  

(4）建設仮勘定 　  174   65  

(5）その他 　  306   270  

有形固定資産合計 　  13,405 46.1  13,340 46.9

２　無形固定資産 　  769 2.7  771 2.7

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１  131   118  

(2）長期貸付金 　  28   22  

(3）その他 ※２  501   582  

(4）貸倒引当金 　  △248   △422  

投資その他の資産合計 　  412 1.4  299 1.0

固定資産合計 　  14,587 50.2  14,411 50.6

資産合計 　  29,081 100.0  28,463 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 ※５  9,413   9,163  

２　短期借入金 ※２  15,390   10,357  

３　未払法人税等 　  48   33  

４　その他 　  692   936  

流動負債合計 　  25,544 87.8  20,491 72.0

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※２  246   4,750  

２　繰延税金負債 　  0   －  

３　再評価に係る繰延税金負
債

※４  272   272  

４　退職給付引当金 　  777   864  

５　役員退職慰労引当金 　  －   51  

６　負ののれん 　  1   0  

７　その他 　  3   32  

固定負債合計 　  1,301 4.5  5,972 21.0

負債合計 　  26,846 92.3  26,463 93.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  2,054   2,054  

２　利益剰余金 　  △112   △391  

３　自己株式 　  △0   △1  

株主資本合計 　  1,940 6.7  1,662 5.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券
　　評価差額金

　  △0   △11  

２　繰延ヘッジ損益 　  －   △0  

３　土地再評価差額金 ※４  250   250  

４　為替換算調整勘定 　  △15   82  

評価・換算差額等合計 　  235 0.8  321 1.1

Ⅲ　少数株主持分 　  59 0.2  16 0.1

純資産合計 　  2,235 7.7  2,000 7.0

負債純資産合計 　  29,081 100.0  28,463 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  23,480 100.0  25,847 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  20,037 85.3  22,414 86.7

売上総利益 　  3,443 14.7  3,433 13.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  3,172 13.5  3,140 12.2

営業利益 　  270 1.2  292 1.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 1   1   

２　受取配当金 　 2   2   

３　施設賃貸料 　 82   86   

４　技術援助料 　 31   －   

５　為替差益 　 35   －   

６　負ののれん償却額 　 －   34   

７　雑収益 　 33 187 0.8 68 192 0.8

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 318   338   

２　手形売却損 　 18   29   

３　雑損失 　 77 414 1.8 49 417 1.6

経常利益 　  44 0.2  67 0.3

Ⅵ　特別利益 　       

１　関係会社株式売却益 　 －   19   

２　投資有価証券売却益 　 47 47 0.2 － 19 0.1

 Ⅶ　特別損失 　       

１　貸倒引当金繰入額 　 －   200   

２　リース解約損　 　 －   68   

３　過年度役員退職慰労
　　引当金繰入額　

　 －   51   

４　固定資産廃却損　 　 － － － 30 350 1.4

　　 税金等調整前
　　 当期純利益

　  91 0.4  － －

税金等調整前
当期純損失　

　  － －  264 △1.0

　　　 法人税、住民税
　　　 及び事業税

　 23 23 0.1 21 21 0.1

少数株主損失 　  10 0.0  7 0.0

当期純利益 　  78 0.3  － －

当期純損失 　  － －  278 △1.1
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 2,054 △185 △0 1,868

連結会計年度中の変動額     

当期純利益  78  78

土地再評価差額金取崩額  △6  △6

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

   －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 72 △0 72

平成19年３月31日残高（百万円） 2,054 △112 △0 1,940

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差　額　金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 34 244 △107 171 71 2,111

連結会計年度中の変動額       

当期純利益    －  78

土地再評価差額金取崩額    －  △6

自己株式の取得    －  △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△34 6 92 64 △12 51

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△34 6 92 64 △12 124

平成19年３月31日残高（百万円） △0 250 △15 235 59 2,235

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（百万円） 2,054 △112 △0 1,940

連結会計年度中の変動額     

当期純損失  △278  △278

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

   －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ △278 △0 △278

平成20年３月31日残高（百万円） 2,054 △391 △1 1,662

　

評価・換算差額等
　

少数株主持分 純資産合計
そ 　の　 他
有価証券評価
差 　額   金

繰延ヘッジ
損　　　益

土地再評価
差　額　金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高（百万円） △0 － 250 △15 235 59 2,235

連結会計年度中の変動額        

当期純損失     －  △278

自己株式の取得     －  △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△11 △0 － 97 86 △42 43

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△11 △0 － 97 86 △42 △234

EDINET提出書類

株式会社日本アルミ(E01302)

有価証券報告書

31/85



　

評価・換算差額等
　

少数株主持分 純資産合計
そ 　の　 他
有価証券評価
差 　額   金

繰延ヘッジ
損　　　益

土地再評価
差　額　金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成20年３月31日残高（百万円） △11 △0 250 82 321 16 2,000
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益（△は純損失） 　 91 △264

減価償却費 　 460 593

貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 △57 203

退職給付引当金の増加額 　 265 86

 役員退職慰労引当金の増加額 　 － 51

受取利息及び受取配当金 　 △4 △3

支払利息 　 318 338

関係会社株式売却益 　 － △19

投資有価証券売却益 　 △47 －

　固定資産廃却損 　 － 30

売上債権の増加額 　 △2,000 △415

たな卸資産の減少額 　 346 485

仕入債務の増減額（△は減少） 　 3,108 △231

手形売却に係る未収入金の増加額 　 △34 △254

その他 　 77 122

小計 　 2,525 722

利息及び配当金の受取額 　 4 3

利息の支払額 　 △318 △338

法人税等の支払額 　 △27 △24

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 2,183 363

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

有形固定資産の取得による支出 　 △421 △452

貸付金の回収による収入 　 13 9

事業の譲受けによる支出 ※２ △196 －

　関係会社株式の売却による収入 　 － 21

投資有価証券の売却による収入 　 74 0

その他 　 △38 27

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △568 △393
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入金の純減少額 　 △854 △425

長期借入による収入 　 4 －

長期借入金の返済による支出 　 △173 △182

その他 　 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △1,024 △608

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 2 9

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 593 △629

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 423 1,016

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,016 387
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　７社

主要な連結子会社名

NALCO(THAILAND)CO.,LTD.

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　５社

主要な連結子会社名

NALCO(THAILAND)CO.,LTD.

　

　

　

　㈱フカタ製作所及び㈱マリン・カルチャーの２社は

平成20年３月31日に清算結了したため、連結の範囲か

ら除外している。

(2）主要な非連結子会社の名称等

㈱サン建材設計

(2）主要な非連結子会社の名称等

㈱サン建材設計

（連結の範囲から除いた理由）

　総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分相

当額）等からみていずれも小規模であり、かつ、全体

としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いためである。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社

　該当なし

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社

同左

(2）持分法適用の関連会社の数

　該当なし

(2）持分法適用の関連会社の数

同左

(3）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社

　持分法を適用していない非連結子会社（㈱サン建材

設計他）及び関連会社（㈱明石アルミニウム工業所

他）は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除外している。

(3）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社

　持分法を適用していない非連結子会社（㈱サン建材

設計他）及び関連会社（フジアルテック㈱）は、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外している。

　なお、㈱明石アルミニウム工業所は平成20年２月29

日に持分を一部売却したことにより関連会社に該当

しなくなった。 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちNALCO(THAILAND)CO.,LTD.等２社

の決算日は、12月31日である。

　連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っている。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づき

算定された価格等による時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②　デリバティブ

　時価法

②　デリバティブ

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

③　たな卸資産

原材料

　主として移動平均法による原価法

③　たな卸資産

原材料

同左

製品・仕掛品

　主として個別法及び総平均法による原価法

製品・仕掛品

同左

貯蔵品

　主として最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

主として定額法

　なお、建物については、平成10年度の税制改正に

より耐用年数の短縮が行われているが、改正前の

耐用年数を継続して使用している。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

a.平成19年3月31日以前に取得したもの

　主として旧定額法

　なお、建物については、平成10年度の税制改　正

により耐用年数の短縮が行われているが、改正前

の耐用年数を継続して使用している。

b.平成19年4月１日以後に取得したもの

　主として定額法

 (会計処理の変更)

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に

伴い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以降

に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更している。こ

の変更による損益に与える影響は軽微である。

(追加情報)

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に

伴い、当連結会計年度より、平成19年3月31日以前

に取得した有形固定資産のうち償却可能限度額

まで償却が終了しているものについては、償却が

終了した翌連結会計年度より残存簿価を５年間

で均等償却する方法によっている。

　この変更により、従来の方法によった場合に比

べて、当連結会計年度の売上総利益は58百万円減

少し、営業利益、経常利益は66百万円減少し税金

等調整前当期純損失は同額増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所

に記載している。 

②　無形固定資産

定額法

　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用している。

②　無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ている。

　退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費用処理している。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間による定額法により、発生年度の翌連

結会計年度から費用処理している。

②　退職給付引当金

同左

――――――

　

　

　

③　役員退職慰労引当金　

　内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上

している。

　 (会計処理の変更)

　役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処

理していたが、「租税特別措置法上の準備金及び

特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰

労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会　監査・保証実務委員会報告第42

号）を適用し、当連結会計年度より、内規に基づ

く連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上する方法へ変更した。

　この変更により、当連結会計年度発生額15百万

円を販売費及び一般管理費に計上し、過年度発生

額51百万円を特別損失に計上した結果、従来の方

法と比べて営業利益が15百万円減少し、経常利益

は０百万円減少し、税金等調整前当期純損失が51

百万円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所

に記載している。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

いる。

　なお、在外連結子会社の資産及び負債並びに収益及

び費用は、連結子会社決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算

調整勘定及び少数株主持分に含めている。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左　

　

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

外貨建金銭債務

ヘッジ対象

外貨建金銭債務及び予定取引

③　ヘッジ方針

　為替変動リスクを回避する目的で実施している。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比

較して、ヘッジ有効性を評価している。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用している。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、原則として

５年間の均等償却を行っている。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっている。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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（会計処理の変更）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は2,176百万円

である。

　なお、当連結会計年度における連結財務諸表は、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則により

作成している。

――――――

　

　

　

（表示方法の変更）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで「連結調整勘定」として表示してい

た項目を、当連結会計年度より「負ののれん」として表示

している。

――――――

　

――――――

　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで区分掲記していた「技術援助料」

（当連結会計年度10百万円）は、金額的重要性が乏しいた

め、営業外収益の「雑収益」に含めて表示することとし

た。

　前連結会計年度まで区分掲記していた為替差損益（当連

結会計年度、為替差益７百万円）は、金額的重要性が乏し

いため、営業外収益の「雑収益」に含めて表示することと

した。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券売却

益」は重要性が増したため、区分掲記することとした。

　なお、前連結会計年度の「投資有価証券売却益」は28百

万円である。

　前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券の売

却による収入」は重要性が増したため、区分掲記すること

とした。

　なお、前連結会計年度の「投資有価証券の売却による収

入」は55百万円である。

――――――
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するもの ※１　非連結子会社及び関連会社に対するもの

投資有価証券（株式） 35百万円 投資有価証券（株式） 30百万円

※２　担保資産及び担保付債務

(1）下記資産を長期借入金（１年内返済予定額を含

む）374百万円、短期借入金261百万円の担保に供

している。

※２　担保資産及び担保付債務

(1）下記資産を長期借入金（１年内返済予定額を含

む）274百万円、短期借入金293百万円の担保に供

している。

建物及び構築物 34百万円

機械装置及び運搬具 558百万円

土地 154百万円

計 747百万円

建物及び構築物 246百万円

機械装置及び運搬具 823百万円

土地 158百万円

計 1,228百万円

(2）下記資産を請負履行保証等の担保に供している。 (2）下記資産を請負履行保証等の担保に供している。

現金及び預金（定期預金） ４百万円

投資その他の資産「その他」(会員権) ４百万円

現金及び預金（定期預金） １百万円

投資その他の資産「その他」(会員権) ４百万円

(3）工場財団抵当に供している資産（土地、建物及び

構築物、機械装置及び運搬具）4,770百万円を為替

決済等の担保に供している。

(3）有形固定資産293百万円（建物及び構築物81百万

円、土地212百万円）を銀行取引等の担保に供し

ている。

※３　有形固定資産の減価償却累計額 10,281百万円 ※３　有形固定資産の減価償却累計額 10,589百万円

※４　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第

19号）に基づき、当社は事業用の土地の再評価を行

い、再評価差額については、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上している。

※４　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第

19号）に基づき、当社は事業用の土地の再評価を行

い、再評価差額については、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上している。

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の連結会計

年度末日における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

△786百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の連結会計

年度末日における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

△659百万円

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第５号に定める鑑定

評価による方法としたが、一部については同条第３

号に定める土地課税台帳に登録されている価格に

合理的な調整を行う方法とした。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第５号に定める鑑定

評価による方法としたが、一部については同条第３

号に定める土地課税台帳に登録されている価格に

合理的な調整を行う方法とした。
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※５　連結会計年度末日満期手形の会計処理

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理している。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末日残高に含まれている。

※５　　　　　　　 ――――――

受取手形 ２百万円

支払手形 595百万円

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

荷造運送費 614百万円

給料手当等 1,135百万円

退職給付費用 155百万円

荷造運送費 599百万円

給料手当等 1,098百万円

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

151百万円

15百万円

32百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
69百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
57百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 92,130,000 － － 92,130,000

後配株式（株） 41,700,000 － － 41,700,000

合計（株） 133,830,000 － － 133,830,000

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,017 2,440 － 16,457

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取りによる増加　　2,440株

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はない。

４　配当に関する事項

　該当事項はない。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 92,130,000 － － 92,130,000

後配株式（株） 41,700,000 － － 41,700,000

合計（株） 133,830,000 － － 133,830,000

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 16,457 1,679 － 18,136

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取りによる増加　　1,679株

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はない。

４　配当に関する事項

　該当事項はない。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日） （平成20年３月31日）

現金及び預金勘定 1,026百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △９百万円

現金及び現金同等物 1,016百万円

現金及び預金勘定 389百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △１百万円

現金及び現金同等物 387百万円

※２　事業の譲受けにより増加した資産及び負債の内訳 　

たな卸資産 285百万円

有形固定資産 112百万円

投資その他の資産「その他」

（投資有価証券等）
13百万円

資産合計 411百万円

流動負債「その他」（前受金等） 12百万円

退職給付引当金 202百万円

負債合計 215百万円

差引　事業の譲受けによる支出 196百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

（借主側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

178 72 105

その他 433 220 213

合計 612 293 319

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

27 11 15

その他 308 177 130

合計 336 189 146

２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 141百万円

１年超 188百万円

合計 330百万円

１年内 86百万円

１年超 64百万円

合計 151百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 180百万円

減価償却費相当額 165百万円

支払利息相当額 17百万円

支払リース料 159百万円

減価償却費相当額 144百万円

支払利息相当額 13百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については利息法に

よっている。

５　利息相当額の算定方法

同左

EDINET提出書類

株式会社日本アルミ(E01302)

有価証券報告書

44/85



（有価証券関係）

(1）その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
      

株式 13 14 1 － － －

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
      

株式 29 28 △1 43 32 △11

合計 43 42 △0 43 32 △11

　（注）　連結決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づき算定された価格等が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められる額について減

損処理を行うこととしている。

(2）当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

売却額
（百万円）

売却益の合
計額
（百万円）

売却損の合
計額
（百万円）

売却額
（百万円）

売却益の合
計額
（百万円）

売却損の合
計額
（百万円）

株式 74 47 － 0 － －

(3）時価評価されていない主な有価証券の内容

区分

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 52 55
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

　提出会社において、為替予約取引を利用している。

１　取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の為替変動リスクを回避

する目的で利用しており、投機的な取引は行わない方

針である。

(2）取引に対する取組方針

同左　

(3）取引の利用目的

　為替予約取引は、外貨建金銭債務に対する将来の為

替変動リスクを回避する目的で利用している。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っている。

(3）取引の利用目的

　為替予約取引は、外貨建金銭債務に対する将来の為

替変動リスクを回避する目的で利用している。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っている。

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　為替予約取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

　外貨建金銭債務

ヘッジ対象

　外貨建金銭債務及び予定取引

③　ヘッジ方針

　為替変動リスクを回避する目的で実施している。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比

較して、ヘッジ有効性を評価している。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

　為替相場の変動によるリスクを有しているが、取引

はヘッジ目的に限定して利用されるため、重要なリス

クはない。

　また、契約相手先は信用度の高い国内の銀行であり、

契約不履行による信用リスクは極めて小さいものと

判断している。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

　

(5）取引に係るリスクの管理体制

　提出会社の財務部門が稟議規程に基づき決裁を経て

実行している。

(5）取引に係るリスクの管理体制

同左

２　取引の時価等に関する事項

　該当事項はない。

２　取引の時価等に関する事項

　ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略している。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　従業員の退職給付に備えるため、退職一時金制度を設けている。

２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1）退職給付債務 △2,700百万円 △2,597百万円

(2）会計基準変更時差異の未処理額 1,018百万円 891百万円

(3）未認識数理計算上の差異 904百万円 842百万円

(4）退職給付引当金　(1)＋(2)＋(3) △777百万円 △864百万円

３　退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）勤務費用 102百万円 107百万円

(2）利息費用 51百万円 55百万円

(3）会計基準変更時差異の費用処理額 127百万円 127百万円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 168百万円 167百万円

(5）退職給付費用 449百万円 458百万円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(2）割引率 2.0％ 2.0％

(3）過去勤務債務の額の処理年数 発生時一括償却 発生時一括償却

(4）数理計算上の差異の処理年数 ９～10年

（平均残存勤務期間による定

額法にて翌連結会計年度から

費用処理）

９～10年

（平均残存勤務期間による定

額法にて翌連結会計年度から

費用処理）

(5）会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はない。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はない。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

繰越欠損金 652百万円

退職給付引当金 316百万円

貸倒引当金 102百万円

その他 101百万円

繰延税金資産小計 1,173百万円

評価性引当額 △1,173百万円

繰延税金資産合計 －百万円

繰越欠損金 624百万円

退職給付引当金 351百万円

貸倒引当金 70百万円

その他 97百万円

繰延税金資産小計 1,143百万円

評価性引当額 △1,143百万円

繰延税金資産合計 －百万円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 0百万円

繰延税金負債合計 0百万円

差引：繰延税金負債純額 0百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　税務上の繰越欠損金の控除によって、課税所得が発生

していないため記載していない。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

同左

EDINET提出書類

株式会社日本アルミ(E01302)

有価証券報告書

48/85



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　
工業製品事業
（百万円）

建材製品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上

高
13,173 10,306 23,480 － 23,480

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － (－) －

計 13,173 10,306 23,480 (－) 23,480

営業費用 12,644 10,033 22,677 532 23,209

営業利益 529 273 803 (532) 270

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本

的支出
     

資産 13,464 11,768 25,232 3,848 29,081

減価償却費 244 174 419 41 460

資本的支出 392 218 611 62 673

　（注）１　事業区分は、製品の種類別区分によっている。

２　各事業の主要製品

事業区分 主要製品

工業製品事業
輸送機器・化学工業用機器・プラント設備・熱交換器・医薬用検査装置

金属製プール・工芸品・生活用品

建材製品事業
建築金物・トラック、自動車部材の輸送関連製品・リニューアル製品

店装品・押出形材・加工品

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は532百万円であり、その主なものは提

出会社の管理部門に係る費用である。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,848百万円であり、その主なものは提出会社の管

理部門に係る資産等である。
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当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

　
工業製品事業
（百万円）

建材製品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上

高
15,868 9,979 25,847 － 25,847

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － (－) －

計 15,868 9,979 25,847 (－) 25,847

営業費用 15,079 9,824 24,904 650 25,555

営業利益 788 154 943 (650) 292

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本

的支出
     

資産 14,056 10,930 24,987 3,476 28,463

減価償却費 323 218 541 51 593

資本的支出 300 132 432 46 479

　（注）１　事業区分は、製品の種類別区分によっている。

２　各事業の主要製品

事業区分 主要製品

工業製品事業
輸送機器・化学工業用機器・プラント設備・熱交換器・医薬用検査装置

土木工事関連製品・金属製プール・工芸品・生活用品

建材製品事業
建築金物・トラック、自動車部材の輸送関連製品・リニューアル製品

店装品・押出形材・加工品

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は650百万円であり、その主なものは提

出会社の管理部門に係る費用である。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,476百万円であり、その主なものは提出会社の管

理部門に係る資産等である。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産

の減価償却の方法 ①有形固定資産」に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得し

た有形固定資産のうち償却可能限度額まで償却が終了しているものについては、償却が終了した翌連結会年

度より残存簿価を５年間で均等償却する方法によっている。この変更により、従来の方法によった場合に比

べて、当連結会計年度の営業費用は工業製品事業が22百万円、建材製品事業が36百万円、消去又は全社が７百

万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少している。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上

基準 ③役員退職慰労引当金」に記載のとおり、当連結会計年度より、役員退職慰労金を内規に基づく連結会

計年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。この変更により、当連結会計年度

の営業費用は消去又は全社で15百万円増加し、営業利益も同額減少している。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）及び当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20

年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。

【海外売上高】

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）及び当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20

年３月31日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

取引内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
住友軽金属

工業㈱

東京都

港区
20,211

アルミ他の

非鉄金属の

圧延品と加

工品の製造

・販売等

直接　84.4

間接 　0.4

転籍２

名

兼任２

名

製品の

販売

材料の

支給

材料の

購入

資金の

借入

材料の購入 2,706

支払手形

及び

買掛金

2,205

短期借入金

の返済
1,010

短期借入

金
14,890

利息の支払 267 － －

　（注）１　製品の販売及び材料の購入の取引価格は、市場価格等を勘案し、交渉により決定している。

２　短期借入金の返済額は純増減額を表示している。

３　借入金の利率は市場金利等を勘案して決定している。

４　上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれている。

(2）兄弟会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

取引内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

住軽商事㈱
大阪市

中央区
450

非鉄金属卸

売業
直接 　0.1 －

製品の

販売

材料の

購入

製品の販売 2,210

受取手形

及び

売掛金

299

材料の購入 1,232

支払手形

及び

買掛金

719

新泉アルミ

ニウム㈱

東京都

千代田

区

90
アルミ押出

製品の販売
－ －

製品の

販売
製品の販売 1,766

受取手形

及び

売掛金

305

スミケイ運

輸㈱

名古屋

市港区
200 運送業 － －

運送業

務の委

託

及び

事務所

の賃貸

運送業務

の委託
666

支払手形

及び

買掛金

317

事務所の

賃貸
42 － －

住軽加工㈱
滋賀県

湖南市
200

アルミ製品

の製造・販

売

－ －
事業の

譲受け

譲受け資産 411 　 　

譲受け負債 215 － －

譲受け対価 196 　 　

　（注）１　製品の販売・材料の購入・運送業務の委託・事務所の賃貸の取引価格は、市場価格等を勘案し、交渉により決

定している。

２　事業の譲受け価格は、譲受け日現在の時価により決定している。

３　上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれている。
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当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

取引内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
住友軽金属

工業㈱

東京都

港区
20,211

アルミ他の

非鉄金属の

圧延品と加

工品の製造

・販売等

直接　83.3

間接 　0.2

転籍２

名

兼任２

名

製品の

販売

材料の

支給

材料の

購入

資金の

借入

材料の購入 2,445

支払手形

及び

買掛金

1,597

短期借入金

の返済
440

短期借入

金
9,850

　－ －
長期借入

金
4,600

利息の支払 285 － －

　（注）１　製品の販売及び材料の購入の取引価格は、市場価格等を勘案し決定している。

２　短期借入金の返済額は純増減額を表示している。

３　借入金の利率は市場金利等を勘案して決定している。

４　上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれている。

(2）兄弟会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

取引内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

住軽商事㈱
大阪市

中央区
450

非鉄金属卸

売業
直接 　0.1 －

製品の

販売

材料の

購入

製品の販売 3,590

受取手形

及び

売掛金

714

材料の購入 1,306

支払手形

及び

買掛金

660

新泉アルミ

ニウム㈱

東京都

千代田

区

90
アルミ押出

製品の販売
－ －

製品の

販売
製品の販売 1,815

受取手形

及び

売掛金

319

スミケイ運

輸㈱

名古屋

市港区
200 運送業 － －

事務所

の賃貸

及び　

運送業

務の委

託

事務所

の賃貸
42 － －

　（注）１　製品の販売・材料の購入・運送業務の委託・事務所の賃貸の取引価格は、市場価格等を勘案し決定している。

２　上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれている。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はない。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はない。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 16.26円

１株当たり当期純利益金額 0.59円

１株当たり純資産額 14.82円

１株当たり当期純損失金額 2.08円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

２　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益 （百万円） 78 －

当期純損失 （百万円）

　

－ 278

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 78 －

普通株式に係る当期純損失 （百万円）

　

－ 278

期中平均株式数 　   

普通株式

後配株式

計

（千株）

92,116

41,700

133,816

92,112

41,700

133,812

　（注）　後配株式の内容は、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(1）株式の総数等　②　発行済株式」に

記載している。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はない。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 10,619 10,233 1.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 4,771 124 6.0 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（１年以内に返済予定

のものを除く。）
246 4,750 2.4

平成20年４月～

平成23年２月

リース債務（１年以内に返済予定

のものを除く。）
－ － － －

合計 15,636 15,108 － －

　（注）１　「平均利率」については期末借入金残高に対する加重平均利率により記載している。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定の総

額は以下のとおりである。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 4,657 72 20 －

（２）【その他】

　該当事項はない。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 ※１  868   304  

２　受取手形 ※5,6  615   1,134  

３　売掛金 ※５  6,665   6,459  

４　製品 　  1,367   1,222  

５　原材料 　  785   706  

６　仕掛品 　  2,739   2,432  

７　貯蔵品 　  231   228  

８　前払費用 　  44   50  

９　未収入金 　  589   894  

10　前渡金　 ※５  8   －  

11　その他 ※５  15   17  

12　貸倒引当金 　  △2   △31  

流動資産合計 　  13,928 49.2  13,419 48.7

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 ※１       

(1）建物 　 3,516   3,668   

減価償却累計額 　 1,628 1,887  △1,743 1,925  

(2）構築物 　 441   465   

減価償却累計額 　 290 150  305 159  

(3）機械及び装置 　 6,357   6,376   

減価償却累計額 　 5,059 1,298  5,121 1,255  

(4）車両運搬具 　 172   172   

減価償却累計額 　 160 11  162 10  

(5）工具器具及び備品 　 2,580   2,626   

減価償却累計額 　 2,292 288  2,373 252  

(6）土地 ※３  8,563   8,563  

(7）建設仮勘定 　  95   24  

有形固定資産合計 　  12,296 43.5  12,191 44.2
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

２　無形固定資産 　       

(1）借地権 　  660   660  

(2）ソフトウェア 　  78   84  

(3）電話加入権等 　  30   26  

無形固定資産合計 　  769 2.7  771 2.8

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  95   87  

(2）関係会社株式 　  655   651  

(3）長期貸付金 　  3   1  

(4）従業員長期貸付金 　  25   20  

(5）関係会社長期貸付金 　  333   333  

(6）長期固定化債権 ※4,5  279   352  

(7）長期前払費用 　  15   12  

(8）その他 ※1,5  281   276  

(9）貸倒引当金 　  △382   △561  

投資その他の資産合計 　  1,306 4.6  1,174 4.3

固定資産合計 　  14,372 50.8  14,137 51.3

資産合計 　  28,300 100.0  27,557 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形 ※5,6  6,179   5,860  

２　買掛金 ※５  3,147   3,167  

３　関係会社短期借入金 　  10,290   9,850  

４　１年以内返済の関係会社
長期借入金

　  4,600   －  

５　１年以内返済の長期借入
金

※１  73   8  

６　未払金 　  228   277  

７　未払費用 　  318   351  

８　未払法人税等 　  47   32  

９　前受金 　  83   168  

10　預り金 　  22   77  

流動負債合計 　  24,991 88.3  19,794 71.8

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※１  8   －  

２　関係会社長期借入金 　  －   4,600  

３　繰延税金負債 　  0   －  

４　再評価に係る繰延税金負
債

※３  272   272  

５　退職給付引当金 　  777   864  

　６　役員退職慰労引当金 　  －   51  

７　その他 　  3   3  

固定負債合計 　  1,063 3.8  5,791 21.0

負債合計 　  26,054 92.1  25,586 92.8
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  2,054   2,054  

２　利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △57   △321   

利益剰余金合計 　  △57   △321  

３　自己株式 　  △0   △1  

株主資本合計 　  1,995 7.1  1,731 6.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  △0   △11  

２　繰延ヘッジ損益 　  －   △0  

３　土地再評価差額金 ※３  250   250  

評価・換算差額等合計 　  250 0.8  239 0.9

純資産合計 　  2,246 7.9  1,970 7.2

負債純資産合計 　  28,300 100.0  27,557 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  22,019 100.0  24,093 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　製品期首たな卸高 　 1,483   1,367   

２　当期製品製造原価 ※１ 17,419   19,730   

３　当期製品仕入高 　 1,435   1,190   

合計 　 20,338   22,288   

４　他勘定へ振替高 　 3   －   

５　製品期末たな卸高 　 1,367 18,967 86.1 1,222 21,065 87.4

売上総利益 　  3,051 13.9  3,027 12.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１　荷造運送費 　 598   568   

２　販売促進費 　 56   57   

３　役員報酬 　 82   108   

４　給料手当等 　 876   864   

５　福利厚生費 　 170   180   

６　退職給付費用 　 155   151   

７　役員退職慰労引当金繰入
額

　 －   15   

８　旅費交通費 　 179   167   

９　通信光熱費 　 54   50   

10　賃借料 　 217   204   

11　減価償却費 　 35   45   

12　事務委託料 　 83   77   

13　貸倒引当金繰入額 　 10   35   

14　雑費 　 304 2,826 12.8 265 2,793 11.6

営業利益 　  225 1.1  233 1.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 ※２       

１　受取利息 　 9   11   

２　受取配当金 　 1   1   

３　施設賃貸料 　 85   88   

４　技術援助料 　 74   59   

５　雑収益 　 43 214 1.0 53 214 0.9

Ⅴ　営業外費用 ※２       

１　支払利息 　 275   296   

２　手形売却損 　 18   29   

３　雑損失 　 75 369 1.7 44 370 1.6

経常利益 　  71 0.4  77 0.3

Ⅵ　特別利益 　       

１　関係会社株式売却益 　 －   19   

　２　投資有価証券売却益 　 47 47 0.2 － 19 0.1

Ⅶ　特別損失 　       

１　貸倒引当金繰入額 　 －   200   

２　リース解約損 　 －   66   

３　過年度役員退職慰労
引当金繰入額

　 －   51   

４　固定資産廃却損 　 －   22   

５　関係会社貸倒引当金　　繰
入額

　 37 37 0.2 － 340 1.4

税引前当期純利益 　  81 0.4  － －

税引前当期純損失　 　  － －  243 △1.0

法人税、住民税及び事業
税

　 22 22 0.1 20 20 0.1

当期純利益 　  59 0.3  － －

当期純損失 　  － －  264 △1.1

　 　       

EDINET提出書類

株式会社日本アルミ(E01302)

有価証券報告書

60/85



製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　  10,048 58.4  11,555 59.3

Ⅱ　労務費 　  2,245 13.1  2,499 12.8

Ⅲ　経費 　       

１　外注加工費 　 2,509   2,780   

２　その他 　 2,401 4,910 28.5 2,644 5,425 27.9

当期総製造費用 　  17,205 100.0  19,479 100.0

仕掛品期首たな卸高 　  2,864   2,739  

合計 　  20,069   22,219  

他勘定へ振替高 (注２)  121   55  

他勘定より振替高 (注３)  211   －  

仕掛品期末たな卸高 　  2,739   2,432  

当期製品製造原価 　  17,419   19,730  

　 　       

　（注）１　原価計算の方法は次のとおりである。

建材製品 ：主として総合原価計算

工業製品 ：主として個別原価計算

２　「他勘定へ振替高」には、建設仮勘定及び社外への用役給付高などが含まれている。

３　「他勘定より振替高」は、住軽加工株式会社からの事業譲受けに伴う仕掛品の受入額である。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（百万円） 2,054 △111 △0 1,942

事業年度中の変動額     

当期純利益  59  59

土地再評価差額金取崩額  △6  △6

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

   －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ 53 △0 53

平成19年３月31日残高（百万円） 2,054 △57 △0 1,995

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 34 244 278 2,221

事業年度中の変動額     

当期純利益   － 59

土地再評価差額金取崩額   － △6

自己株式の取得   － △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△34 6 △28 △28

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△34 6 △28 24

平成19年３月31日残高（百万円） △0 250 250 2,246

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高（百万円） 2,054 △57 △0 1,995

事業年度中の変動額     

当期純損失  △264  △264

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

   －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ △264 △0 △264

平成20年３月31日残高（百万円） 2,054 △321 △1 1,731

　

評価・換算差額等
　

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

土地再評価
差　額　金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高（百万円） △0 － 250 250 2,246

事業年度中の変動額      

当期純損失    － △264
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評価・換算差額等
　

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

土地再評価
差　額　金

評価・換算
差額等合計

自己株式の取得    － △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△11 △0  △11 △11

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△11 △0 － △11 △275

平成20年３月31日残高（百万円） △11 △0 250 239 1,970
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（重要な会計方針）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づき算定さ

れた価格等による時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）原材料

移動平均法による原価法

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）原材料

同左

(2）製品・仕掛品

個別法及び総平均法による原価法

(2）製品・仕掛品

同左

(3）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(3）貯蔵品

同左

４　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法

　なお、建物については、平成10年度の税制改正によ

り耐用年数の短縮が行われているが、改正前の耐用

年数を継続して使用している。

４　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

①平成19年3月31日以前に取得したもの

　旧定額法

　なお、建物については、平成10年度の税制改　正

により耐用年数の短縮が行われているが、改正前

の耐用年数を継続して使用している。

②平成19年4月１日以後に取得したもの

　定額法

 (会計処理の変更)

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19

年4月1日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変

更している。この変更による損益に与える影響は

軽微である。

(追加情報)

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19

年3月31日以前に取得した有形固定資産のうち償

却可能限度額まで償却が終了しているものにつ

いては、償却が終了した翌事業年度より残存簿価

を５年間で均等償却する方法によっている。

　この変更により、従来の方法によった場合に比

べて、当事業年度の売上総利益は58百万円減少

し、営業利益、経常利益は66百万円減少し税引前

当期純損失は同額増加している。
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

している。

(2）無形固定資産

同左

(3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

同左

５　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。

５　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき計上している。

　退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理している。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間による定額法により、発生年度の翌事業年

度から費用処理している。

(2）退職給付引当金

同左

――――――

　

　

　

(3）役員退職慰労引当金　

　内規に基づく当事業年度末要支給額を計上してい

る。

(会計処理の変更)

　役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理し

ていたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会　監査

・保証実務委員会報告第42号）を適用し、当期より、

内規に基づく事業年度末要支給額を役員退職慰労引

当金として計上する方法へ変更した。

　この変更により、当事業年度発生額15百万円を販売

費及び一般管理費に計上し、過年度発生額51百万円を

特別損失に計上した結果、従来の方法と比べて営業利

益が15百万円減少し、経常利益は０百万円減少し、税

引前当期純損失が51百万円増加している。

６　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

６　リース取引の処理方法

同左

７　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理

７　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

外貨建金銭債務

ヘッジ対象

外貨建金銭債務及び予定取引
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）ヘッジ方針

　為替変動リスクを回避する目的で実施している。

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッ

ジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較して、

ヘッジ有効性を評価している。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

　なお、未払消費税等は未払金に含めて表示している。

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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（会計処理の変更）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）

を適用している。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は2,246百万円

である。

　なお、当事業年度における財務諸表は、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成してい

る。

――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

(1）下記資産を長期借入金（１年内返済予定額を含

む）30百万円の担保に供している。

※１　担保資産及び担保付債務

(1）下記資産を長期借入金（１年内返済予定額を含

む）8百万円の担保に供している。

建物 34百万円

土地 114百万円

計 149百万円

建物 31百万円

土地 114百万円

計 146百万円

(2）下記資産を請負履行保証等の担保に供している。 (2）下記資産を請負履行保証等の担保に供している。

現金及び預金（定期預金） 4百万円

投資その他の資産「その他」(会員権) 4百万円

現金及び預金（定期預金） 1百万円

投資その他の資産「その他」(会員権) 4百万円

(3）工場財団抵当に供している資産（土地、建物、構

築物、機械及び装置）4,770百万円を為替決済等の

担保に供している。

(3）有形固定資産293百万円（建物81百万円、土地212

百万円）を銀行取引等の担保に供している。

　２　子会社NALCO(THAILAND)CO.,LTD.の金融機関から

の借入金701百万円に対し、会社の財務状況が悪化

した場合等において支援を行う旨を合意している。

　２　子会社NALCO(THAILAND)CO.,LTD.の金融機関から

の借入金649百万円に対し、会社の財務状況が悪化

した場合等において支援を行う旨を合意している。

※３　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第

19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上している。

※３　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第

19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上している。

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末日に

おける時価と再評価後の帳簿価

額との差額

△786百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末日に

おける時価と再評価後の帳簿価

額との差額

△659百万円

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第５号に定める鑑定

評価による方法としたが、一部については同条第３

号に定める土地課税台帳に登録されている価格に

合理的な調整を行う方法とした。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第５号に定める鑑定

評価による方法としたが、一部については同条第３

号に定める土地課税台帳に登録されている価格に

合理的な調整を行う方法とした。
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※４　長期固定化債権は、財務諸表等規則第32条第１項第

10号に規定する債権である。

※４　　　　　　　　　同左

※５　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債は区分掲記された

もののほか、次のものがある。

※５　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債は区分掲記された

もののほか、次のものがある。

資産 受取手形等 516百万円

負債
支払手形 1,899百万円

買掛金 316百万円

資産 受取手形等 403百万円

負債
支払手形 1,322百万円

買掛金 299百万円

※６　期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理している。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれている。

※６　　　　　　　 ――――――

受取手形 2百万円

支払手形 595百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
69百万円

※１　一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
57百万円

※２　各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりである。

※２　各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりである。

支払利息 267百万円

技術援助料 43百万円

受取利息等 24百万円

支払利息 285百万円

技術援助料 49百万円

受取利息等 11百万円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 14,017 2,440 － 16,457

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取りによる増加　　2,440株

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 16,457 1,679 － 18,136

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取りによる増加　　1,679株
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

（借主側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置 151 64 86

工具器具及び
備品

433 220 213

車両運搬具 10 3 7

合計 595 288 307

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置 16 5 10

工具器具及び
備品

308 177 130

車両運搬具 10 5 4

合計 336 189 146

２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 138百万円

１年超 179百万円

合計 318百万円

１年内 86百万円

１年超 64百万円

合計 151百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 178百万円

減価償却費相当額 163百万円

支払利息相当額 16百万円

支払リース料 158百万円

減価償却費相当額 143百万円

支払利息相当額 13百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については利息法に

よっている。

５　利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

　前事業年度末及び当事業年度末において時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有していない。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

繰越欠損金 599百万円

退職給付引当金 316百万円

貸倒引当金 102百万円

その他 101百万円

繰延税金資産小計 1,120百万円

評価性引当額 △1,120百万円

繰延税金資産合計 －百万円

繰越欠損金 608百万円

退職給付引当金 351百万円

貸倒引当金 127百万円

その他 110百万円

繰延税金資産小計 1,196百万円

評価性引当額 △1,196百万円

繰延税金資産合計 －百万円

（繰延税金負債） 　

その他有価証券評価差額金 0百万円

繰延税金負債合計 0百万円

差引：繰延税金負債純額 0百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　税務上の繰越欠損金の控除によって、課税所得が発生

していないため記載していない。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

同左
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 16.79円

１株当たり当期純利益金額 0.45円

１株当たり純資産額 14.73円

１株当たり当期純損失金額 1.97円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

２　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益 （百万円） 59 －

当期純損失 （百万円）

　

－ 264

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 59 －

普通株式に係る当期純損失 （百万円）

　

－ 264

期中平均株式数 　   

普通株式

後配株式

計

（千株）

92,116

41,700

133,816

92,112

41,700

133,812

　（注）　後配株式の内容は、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(1）株式の総数等　②　発行済株式」に

記載している。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ている。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 － － － 3,668 1,743 118 1,925

構築物 － － － 465 305 14 159

機械及び装置 － － － 6,376 5,121 204 1,255

車両運搬具 － － － 172 162 2 10

工具器具及び備品 － － － 2,626 2,373 85 252

土地 － － － 8,563 － － 8,563

建設仮勘定 － － － 24 － － 24

有形固定資産計 － － － 21,897 9,706 426 12,191

無形固定資産        

借地権 － － － 660 － － 660

ソフトウェア － － － 148 63 26 84

電話加入権等 － － － 49 22 4 26

無形固定資産計 － － － 858 86 31 771

長期前払費用 26 0 1 24 12 3 12

　（注）有形固定資産及び無形固定資産の当期増加額・当期減少額がいずれも当期末における各総額の５％以下であるた

め「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略している。

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 384 239 21 7 593

役員退職慰労引当金 － 67 15 － 51

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は一般債権の貸倒実績率による洗替額等である。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 4

当座預金 145

普通預金 152

定期預金 1

別段預金 0

合計 304

②　受取手形

相手先 金額（百万円）

㈱はせがわ美術工芸 151

住商メタレックス㈱ 104

住友軽金属工業㈱ 97

㈱間組 91

日本トレクス㈱ 64

その他 626

合計 1,134

決済期日別内訳

期日 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月以降 合計

金額（百万円） 50 8 282 560 194 37 1,134

③　売掛金

相手先 金額（百万円）

㈱住軽日軽エンジニアリング 1,227

住軽商事㈱ 714

新日鉄エンジニアリング㈱ 338

新泉アルミニウム㈱ 319

三菱化学エンジニアリング㈱ 288

その他 3,570

合計 6,459

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

─────
(B)

─────
366

6,665 25,290 25,496 6,459 79.8 94.7
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　（注）　上記金額には消費税等が含まれている。

④　たな卸資産

製品

区分 金額（百万円）

工業製品 379

建材製品 842

合計 1,222

原材料

区分 金額（百万円）

工業製品 432

建材製品 273

合計 706

仕掛品

区分 金額（百万円）

工業製品 1,406

建材製品 1,026

合計 2,432

貯蔵品

区分 金額（百万円）

工場用消耗品 209

その他 18

合計 228

⑤　支払手形

相手先 金額（百万円）

住友軽金属工業㈱ 1,313

スミケイ運輸㈱ 246

ナクス㈱ 210

新日軽㈱ 128

澤井工商㈱ 89

その他 3,871

合計 5,860

決済期日別内訳

期日 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月以降 合計

金額（百万円） 1,302 1,390 1,225 1,194 453 294 5,860

⑥　買掛金
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相手先 金額（百万円）

住軽商事㈱ 660

住友軽金属工業㈱ 283

日鉄環境エンジニアリング㈱ 124

山九プラントテクノ㈱ 87

ナクス㈱ 82

その他 1,928

合計 3,167

⑦　関係会社短期借入金

　親会社である住友軽金属工業㈱からの借入金である。

⑧　関係会社長期借入金

　親会社である住友軽金属工業㈱からの借入金である。

（３）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月30日まで

基準日 ３月31日

株券の種類

100・500・1,000・10,000・100,000株券及び100株未満の株数を表示した株

券。

ただし、単元未満株券は法令により発行が認められる場合を除き発行しな

い。

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所 住友信託銀行株式会社証券代行部　大阪市中央区北浜四丁目５番33号

株主名簿管理人 住友信託銀行株式会社　大阪市中央区北浜四丁目５番33号

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき200円

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 住友信託銀行株式会社証券代行部　大阪市中央区北浜四丁目５番33号

株主名簿管理人 住友信託銀行株式会社　大阪市中央区北浜四丁目５番33号

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1）
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第123期）

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日
　
平成19年６月28日

近畿財務局長へ提出

　 　 　 　 　 　

(2）
有価証券報告書

の訂正報告書

　

　

　

　
　
平成19年８月10日

近畿財務局長へ提出

　
平成19年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書である。

　

(3）臨時報告書 　 　 　
平成19年10月12日

近畿財務局長へ提出

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号(債権の取立不能または取立遅延のおそれ

)の規程に基づく臨時報告書である。

　

(4）臨時報告書 　 　 　
平成19年10月18日

近畿財務局長へ提出

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び同項第19号(財政状態及び経営成績に

著しい影響を与える事象　貸倒引当金繰入額の計上)の規程に基づく臨時報告書である。

　

(5）半期報告書 （第124期中） 自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日
　
平成19年12月20日

近畿財務局長へ提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はない。
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 独立監査人の監査報告書 

  

 平成19年６月28日

株式会社日本アルミ  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡沼　照夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松本　　浩　　印

     

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日

本アルミの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社日本アルミ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

  

 平成20年６月27日

株式会社日本アルミ  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡沼　照夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中畑　孝英　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社日本アルミの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

日本アルミ及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 4.会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上基準 ③役員退職

慰労引当金（会計処理の変更）に記載されているとおり、役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理していたが、当

連結会計年度より、内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法へ変更した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

  

 平成19年６月28日

株式会社日本アルミ  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡沼　照夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松本　　浩　　印

     

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日

本アルミの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第123期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日本

アルミの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

  

 平成20年６月27日

株式会社日本アルミ  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡沼　照夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中畑　孝英　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社日本アルミの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第124期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日本

アルミの平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な会計方針 5.引当金の計上基準 (3)役員退職慰労引当金（会計処理の変更）に記載されているとおり、役員退職慰労

金は、従来、支出時の費用として処理していたが、当事業年度より、内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として

計上する方法へ変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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